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注１）　判定対象者の状況について、申告書別表１(事業所明細）及び別表２(非課税明細）より転記してください。
注２）　判定対象者の免税点判定に関係する者の状況を記入してください。（関係については、裏面を参照してください。）
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上 記 Ⅰ に 係 る 事 業 所 の 状 況
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